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Ⅰ．平成２１年度を迎えるにあたり 

玉川学園 理事長・学長・学園長 小原芳明 

 

日本を始め多くの国では高度情報化が進み、よりユニバーサルな情報が社会を動か

すようになってきています。こうした傾向が知識基盤社会を築き上げていくのですが、

それはまた子供たちを取り巻く環境の変化を示しています。従って、学校はそれに呼

応して新しい取組を行う必要があります。 

本学園は創立当時の開拓者精神を受け継いで、新時代が求める教育を切り開いてき

ました。平成２０年度は、「オン・デマンド教育」の標語のもと、高等教育、初等中等

教育および学術研究の面で、現代社会が教育機関に求めることに応えるべく様々な取

組に挑戦してきました。大学においては、学士課程教育の構築に向けた調査・研究、

グローバルＣＯＥに採択された新しい脳と心の研究（脳科学）推進、教職大学院の充

実、教員養成や一年次教育のさらなる充実にチャレンジしています。Ｋ－12 において

は、高大連携を前進させ、Ｋ－16 教育システムを構築しつつあります。また、新学習

指導要領を先取りした教育課程の見直し、ＳＳＨ（スーパーサイエンス・ハイスクー

ル）認定に伴う特別授業の開設、ＩＢのＭＹＰ課程の認定申請などに新たに挑戦しま

した。 

２１世紀日本にとって、より地球的規模で活躍できる人材、すなわち、よりユニバ

ーサルな活動をする人が必要です。そのような人材を養成することが、学校としての、

そして大学としての社会に対する責務です。したがって、これからの学士課程では、

そのような人材を養成するためのユニバーサルな教育課程を提供することが求められ

ます。そして学士課程に求められるのは卒業生の質保証です。今までのような「一人

でも多くの学士を卒業させる」ことから、「少しでも高いクオリティーの人間を輩出す

る」ことへと、学士課程の責任が大きく変わろうとしています。学部単体の教育から

「学士課程教育」に高等教育の活動概念が変化するとともに、その流れは中等教育へ

も波及します。大学教育はゼロからスタートするのではなく、過去 12 年間の教育の成

果を踏まえて行われる活動です。学士課程教育にとって、Ｋ－12 の教育での成果は欠

かすことのできないものなのです。大学での教育の成果を高めるためにも、K-12 段階

での教育の充実は重要な課題です。それが知識基盤社会の発展ともなるのです。 

ユニバーサルな人材を養成することとあわせて、社会が求めているものがあります。

どのような時代にあっても、社会は真理の探究を理想とする学問観、正邪善悪を正し

く判断する倫理観、生活の中に美しさを求める美意識、人間がおごることなく神への

畏敬の念をもつ宗教観、そして生活の手段となる富と健康の六つの価値を必要として

います。これら六つを柱とした教育を推進することが、品格のある日本人を育てるこ

とであり、日本を魅力ある国にしていくことでもあります。子供たちをこれからの時

代を担う人材として育てたいという思いは、草創期からまったく変わっていません。

子供たちが創造力豊かに自分で考え、自主的に困難な問題を解決し、自らの道を開拓

できる人間に育つことを目指しています。これこそが、これからの日本における教育

の基本となるものです。その実践のために平成 20 年度も様々な事業を展開してきまし

た。 
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Ⅱ．事業概要 

 

１．教育・研究活動における事業 

(1) 大学 

① 教育組織の改組 

a．高度の専門的な能力と優れた資質を有する小学校教員の養成を行い、また

そのための教育・研究を通して地域社会に貢献するために教職大学院を開

設しました。 

b．工学部において、マネジメントサイエンス学科を除く既設の３学科を改組

し、機械情報システム学科およびソフトウェアサイエンス学科を設置しま

した。 

② 教育改革の推進と教育研究活動の充実 

a．教育改革の推進という観点から、シンポジウム「大学の使命とその責任」

をはじめとして、学士課程教育のＳＤＳＡおよび大学院改革を掲げており、

それらの実現に向けての調査・研究を行いました。 

b．玉川大学の現状を把握したうえで、将来像を呈示し、改善や改革の提言を

行うことを目的に、在学生、大学院生、父母、教職員、卒業生、高等学校

教員、企業採用担当者を対象にアンケート調査を実施しました。調査結果

は、「玉川大学の現状と将来像に関する調査報告書」として公表しました。 

c．学術研究所および脳科学研究所の研究拠点としての研究センター棟が完成

し、これまで以上に国際水準の研究活動が展開できるようになりました。 

d．脳科学研究所が中心となって提案していた「社会に生きる心の創成」プロ

グラムが、文部科学省のグローバルＣＯＥに採択されました。このプログ

ラムは、これまでにない新しい脳と心の科学の教育・研究を行うものです。 

e．自然環境分野で幅広い知識を備え、行動力のある人材を育成するために東

京都が創設した「ＥＣＯ－ＴＯＰプログラム」に、農学部生物環境システ

ム学科が私立大学として初めて認定されました。 

③ 一年次教育の推進 

a．平成 18 年度に「全学生参加型の一年次教育の実践」が文部科学省「特色

ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）」に選定され、それに伴い毎年、

シンポジウムを開催しています。平成 20 年度は「学士課程教育と一年次

教育の役割」をテーマに開催し、学内外に一年次教育の推進を図りました。 

b．一年次教育国際会議をはじめとする海外での会議に教員を派遣し、研究発

表を行いました。 
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c．アメリカサウスカロライナ大学付属一年次教育研究機関のディレクターを

招聘し、一年次教育に対する第三者評価として本学のプログラムの検証を

実施しました。 

④ 教員養成の一層の充実 

a．教員養成の質的向上および教員採用試験合格率向上に向けて、調査・研究

を進めました。また、全学教職課程履修学生を対象に教員採用試験に関す

るアンケート調査を年度末に実施し、改善に向けた課題を抽出しました。 

b．学術研究所内に教師養成研究センターを設置し、教員養成および教員研修

の在り方を中心に研究活動を展開しました。 

c．教育職員免許法施行規則改正に伴う「教職実践演習」の必修化に伴い、情

報収集を行うとともに、科目内容等の検討を実施しました。 

d．平成 21 年度本格導入となる「教員免許状更新講習」の実施に向けて、通

学・通信両課程において準備を進めました。なお、通信教育部においては、

本年度、文部科学省からの委託事業として通信学習方式による教員免許状

更新予備講習を行いました。 

⑤ 就職に向けての取組 

a．就職率および有力企業就職率を向上させるため、低学年からの就職観、職

業観の醸成を図るとともに、就職実績の質量両面からの数値目標（内定率

および就職率）を設定しました。 

b．前年度実施した学生への「進路・就職指導に関する満足度調査」をもとに、

改善に向けた検討を行いました。 

 

(2) Ｋ－１２ 

① 教育改革の推進と教育活動の充実 

a．高大連携、全人教育の今日的展開、教員研修、学校評価（アンケート調査）・

学校関係者評価および一貫教育特色化の５項目を重点プランと位置づけ、

教育活動を展開しました。 

b．文部科学省の「新学習指導要領」を精査し、玉川学園に相応しい教育課程

を構築し、平成 21 年度に先行実施できるように準備を行いました。 

c．幼稚部では、１年生との連携を強化するため、チャレンジプログラム活動

（45 分を 42 回実施）を展開し、年長児の成長を検証しました。 

d．平成 20 年度文部科学省ＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）の指

定を受け、理数教育の充実・発展に努めました。 

e．ＳＳＨ認定に伴う学外の講師等による様々な特別授業や、金融教育研究協
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力校としての校外学習を通して、学習に興味関心を持たせ、日々の基本的

な学習習慣・生活習慣確立を目指すとともに、探求型学習の重要性を認識

させ、「生きる力」の育成に努めました。 

f．12 年生後期に玉川大学の授業を受講させるシステムを平成 21 年度より実

施するために、受講科目や基準等の検討を大学と連携して行いました。 

② 教職員研修の充実 

a．教員の意識改革を図るため、初任者研修、10 年経験者研修、教頭・主任

研修、Ｋ－12 全体研修など各種研修を実施しました。 

b．玉川大学教職大学院と連携して「教育セミナー at Tamagawa」を開催しま

した。「教師力・学校力向上を目指して」を本年度のテーマとし、各教員

の意識改革を図るとともに、他校の教員との相互研修の良い機会となりま

した。 

③ 国際教育の推進 

a．国際バカロレア機構（ＩＢＯ）より、ＩＢ ＭＹＰスクールに認定されま

した。 

b．国際理解教育として、29 プログラム 345 名を海外（９ヵ国）に派遣し、

22 プログラム 169 名を海外（８ヵ国）から受け入れました。 

c．国際交流として音楽交流（吹奏楽／台湾、オーケストラ／オーストラリア）、

スポーツ交流（ラグビー／オーストラリア）を行うとともに、ラウンドス

クエア国際会議にも生徒を派遣しました。 

④ 学校評価 

a．学校評価をＣＩＴＡの基準をもとに実施しました。 

b．学校評価を行うにあたっては、生徒・教員・父母を対象としたアンケート

調査を行い、その分析結果を評価に活用しました。 

c．学校評価の結果をもとに、学校関係者評価を実施しました。 

d．学校関係者評価も含めた学校評価の結果を報告書にまとめ、年度末に公表

しました。 
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２．施設・設備の充実 

 

平成 20 年度に実施した施設・設備等の整備状況は以下の通りです。 

長期計画に基づく施設整備については、大学新 6 号館校舎の建設や大学 8 号館

吸収式冷凍機取替工事、旧高等部木造校舎解体・舗装工事及び大学 3 号館演劇ス

タジオ空調設備工事が主なものです。 

経常的な施設整備については、大学 8 号館 429・430 教室のソフトウェア工房

への改修工事、低学年校舎の LAN 再配線工事、研究管理棟 4・5 階改修工事、第

2 実技・実験棟音楽室改修工事、大学 3 号館 コンピュータ演習室の新設及び改修

工事、学内避雷針設置工事、基幹ネットワーク幹線光ファイバ敷設工事、低中学

年あんしんグーパス連携 LAN・空管工事等です。 

 

(1) 長期計画に基づく施設整備 

a．大学新 6 号館建設工事 

b．大学 8 号館吸収式冷凍機取替工事 

c．旧高等部木造校舎解体及び舗装工事 

d．大学 3 号館演劇スタジオ空調設備工事 

e．Tamagawa SkyWalk 建設工事（設計料） 

f．MMRC 建設工事（設計料） 

g．大学 7 号館改修工事（設計料）他 

 

(2) 経常的な施設整備 

a．大学 8 号館 429・430 教室のソフトウェア工房への改修工事 

b．低学年校舎 LAN 再配線工事 

c．研究管理棟 4・5 階改修工事 

d．第 2 実技・実験棟音楽室改修工事 

e．記念体育館ピロティ 全天候型舗装工事 

f．大学 3 号館 コンピュータ演習室の新設及び改修工事 

g．農学部第 2 農場境界フェンス及び門扉設置工事他 

h．学内避雷針設置工事 

i．基幹ネットワーク幹線光ファイバ敷設工事 

j．弓道場改修工事 

k．低・中学年あんしんグーパス連携 LAN・空管工事 

 

(3) 設備の整備 

a．大学新 6 号館 教育・研究用機器 

b．大学マルチメディア講義装置一式 4 台 

c．低・中学年あんしんグーパス連携システム 

d．大学 証明書自動発行システム一式 

e．学生情報システム更新に伴う PC 更新他 
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３．財務の状況 

 

平成 20 年度の予算執行状況について、その概要を報告いたします。 

 

(1) 資金収支計算書 

資金収支計算書は、学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての

収入及び支出の内容ならびに支払い資金の収入及び支出のてん末を明らかに

したものです。 

 

① 資金収入 

資金収入とは、当該年度の負債とならない収入以外に、負債となる借入金

や前受金、特定資産からの繰入収入を含んだ収入のことです。 

今年度は、約 291 億 5 千 3 百万円となりました。主な科目について説明し

ますと、学生生徒等納付金収入は約 158 億 7 千 8 百万円、学費の納入対象学

生数は大学が 7,523 人、併設校が 2,907 人、通信教育部が 9,594 人となって

います｡ 補助金収入は約 19 億 7 千万円で、内訳は国庫補助金が約 12 億 8 千 2

百万円、地方公共団体補助金が約 6 億 8 千 8 百万円となりました｡手数料収入

は約 4 億 4 百万円で入学検定料が収入の大部分を占めており、志願者数は大

学が 11,888 人、併設校は 1,176 人でした｡また、資産売却収入は約 9 億円と

なりました。 

 

② 資金支出 

資金支出とは、当該年度の教育研究活動及びその他活動に対する支出であ

り、借入金返済支出、施設設備関係支出、特定預金への積立などの資産運用

支出を含んでいます。 

主な科目について説明しますと、本務教職員給与、兼務教職員給与、退職

金等の支出である人件費支出は約 110 億 1 千万円で、基礎となる専任教職員

数は 777 人、兼任教職員数は 103 人となっています｡教育研究経費支出は約 42

億 2 千 3 百万円、各設置学校の教育研究活動に必要な消耗品、研究･教育補助

費、奨学費、光熱水費、業務委託費、賃借料等が主な支出科目です。学生募

集経費、各設置学校全体に係わる経費、法人の運営に必要な諸経費である管

理経費支出は約 9 億 9 千 5 百万円となりました。 

 



 －７－

借入金等返済支出は約 3 億円で、主として建物等の取得に際して日本私立

学校振興･共済事業団からの借入金の返済となっています。 

施設関係支出は約 23 億 4 千 3 百万円となりました。大学新 6 号館校舎の建

設費と大学 8 号館吸収式冷凍機取替工事が主なものです。設備関係支出は約

11 億 7 百万円で、教育研究用機器備品や図書等の購入費です。 

資産運用支出は約 36 億 2 千 4 百万円となりましたが、有価証券の購入及び

引当特定資産への繰入れによるものです。 

 

【資金収入の部】                   （単位:百万円） 
科 目 予 算 決 算 差 異 

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 １５,６４９ １５,８７８ △    ２２９

手 数 料 収 入 ３８３ ４０４ △     ２１

寄 付 金 収 入 ２１９ ２６４ △     ４５

補 助 金 収 入 １,６０４ １,９７０ △    ３６６

資 産 運 用 収 入 １,４９２ １,６０８ △    １１６

資 産 売 却 収 入 １,２３２ ９００     ３３２

事 業 収 入 ２５２ ２５８ △      ６

雑 収 入 ９７２ ９１０      ６２

前 受 金 収 入 ３,５１１ ３,６１９ △    １０８

そ の 他 の 収 入 ３,１０４ ２,７９１     ３１３

資 金 収 入 調 整 勘 定 △   ４,６８８ △    ４,９９９     ３１１

前 年 度 繰 越 支 払 資 金  ５,５５０ ５,５５０ ０

収 入 の 部 合 計 ２９,２８０ ２９,１５３     １２７

 

【資金支出の部】                  （単位:百万円） 

科 目 予 算 決 算 差 異 

人 件 費 支 出 １１,２００ １１,０１０    １９０

教 育 研 究 経 費 支 出 ４,２４６ ４,２２３    ２３

管 理 経 費 支 出 １,０６４ ９９５  ６９

借 入 金 等 利 息 支 出 ２１ ２１ ０

借 入 金 等 返 済 支 出 ３００ ３００ ０

施 設 関 係 支 出 ２,３９５ ２,３４３ ５２

設 備 関 係 支 出 １,１５９ １,１０７      ５２

資 産 運 用 支 出 ３,２７０ ３,６２４ △    ３５４

そ の 他 の 支 出 ７１７ ７６３ △     ４６

［ 予 備 費 ］ ２５１ －  ２５１

資 金 支 出 調 整 勘 定 △     ７０６ △    ８６１      １５５

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 ５,３６３ ５,６２８ △    ２６５

支 出 の 部 合 計 ２９,２８０ ２９,１５３   １２７

 



 －８－

(2) 消費収支計算書 

消費収支計算書は、当該年度における消費収支の均衡状況とその内容を明ら

かにし、学校法人の経営状況が健全であるかどうかを示すもので、企業会計の

損益計算書に当たるものです。帰属収入とは学生生徒等納付金、手数料、補助

金等、学校法人に帰属する負債とならない収入です。 

今年度は、納付金収入、補助金収入、資産運用収入が増加となったこと等に

より約 214 億 3 千 1 百万円、予算に対して約 7 億 8 千万円の増となりました。 

基本金組入額とは、学校法人がその活動を永続的に維持し、必要な資産を継

続的に保持するために帰属収入から組み入れた金額です。今年度は約 22 億 4 千

万円、旧高等部校舎の除却及び教育研究用機器の除却があったこと等で予算に

対して約 7 億 2 千 4 百万円の減となりました。大学新 6 号館の建設および教育・

研究用設備等の整備や、安心・安全な学校環境の整備によるものです。 

消費収入とは、帰属収入から基本金組入額を控除した金額で、本年度は約 191

億 9 千 1 百万円、予算に対して約 15 億 4 百万円の増となりました。 

消費支出とは、教職員の人件費、教育研究活動及び法人の運営に必要な諸経

費です。本年度は、約 182 億 9 百万円、予算に対して約 6 億 2 千 7 百万円の減

となりました。 

消費収支差額とは、消費収入から消費支出を控除した金額を示し、本年度は

約 9 億 8 千 2 百万円の収入超過で、翌年度繰越消費収入超過額は約 2 億 5 千 4

百万円となりました。 

 

【消費収入の部】                  （単位:百万円） 
科 目 予 算 決 算 差 異 

学 生 生 徒 等 納 付 金 １５,６４９ １５,８７８ △    ２２９

手 数 料 ３８３ ４０４ △     ２１

寄 付 金 ２９９ ３９７ △     ９８

補 助 金 １,６０４ １,９７０ △    ３６６

資 産 運 用 収 入 １,４９２ １,６０８ △    １１６

資 産 売 却 差 額 ０  ６ △      ６

事 業 収 入 ２５２ ２５８ △      ６

雑 収 入 ９７２ ９１０      ６２

帰 属 収 入 合 計 ２０,６５１ ２１,４３１ △    ７８０

基 本 金 組 入 額 合 計 △  ２,９６４ △  ２,２４０ △    ７２４

消 費 収 入 の 部 合 計 １７,６８７ １９,１９１ △   １,５０４

 



 －９－

【消費支出の部】                  （単位:百万円） 
科 目 予 算 決 算 差 異 

人 件 費 １１,１５３ １０,７１８  ４３５

教 育 研 究 経 費 ６,４３３ ６,３２９      １０４

管 理 経 費 １,１５３ １,０９４ ５９

借 入 金 等 利 息 ２１ ２１     ０

資 産 処 分 差 額  ４４ ４３       １

徴 収 不 能 額 ７ ４        ３

［ 予 備 費 ］ ２５ ０ ２５

消費支出の部合計 １８,８３６ １８,２０９    ６２７

当年度消費収支差額 △  １,１４９     ９８２    －

前年度繰越消費収支

差 額 
△    ７２８ △    ７２８ －

次年度繰越消費収支

差 額 
△  １,８７７     ２５４ －

 

帰属収入合計－消費支出の部合計   １,８１５   ３,２２２ △   １,４０７
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(3) 貸借対照表 

貸借対照表とは、会計年度末における財政状態を表したもので、資産がどれ

ほどあるのか、また負債はいくらなのか、学校法人が維持している純資産がど

れほどあるのかを示したものです。平成 20 年度末の財政状態は、資産約 1,155

億 1千 9百万円、負債約132億 7千 4百万円及び基本金と消費収支差額で約1,022

億 4 千 5 百万円となっています。 

有形固定資産は総額約 540 億 6 千 7 百万円で、前年度に対して約 13 億 4 千 4

百万円の増加となりました。これは施設設備の新規取得(主に大学新6号館建設)

と減価償却に伴うものです。その他の固定資産は約 538 億 1 千 1 百万円で前年

度に対して約 7 億 7 千 6 百万円の増加となりました。主に有価証券の増加と引

当特定資産への繰入れに伴うものです。 

流動資産の総額は約 76 億 4 千 1 百万円で、そのうち約 56 億 2 千 8 百万円が

現金預金となっています。 

負債の総額は約 132 億 7 千 4 百万円で、前年度に対して約 8 億 4 千万円の減

少となりました。主なものは、退職給与引当金や借入金及び前受金の減少によ

るものです。退職給与引当金の期末残高約 83 億 5 千 8 百万円は、加入している

退職金財団の掛金と交付金との差額を含め、平成 20 年度末における退職金要支

給額の 100%に相当する額です。 

前受金約 36 億 2 千 6 百万円は、平成 21 年度入学生の平成 20 年度内の入金分

で、平成 21 年度に帰属収入に振替えるものです。 

 

【資産の部】                    （単位:百万円） 
科 目 ２０年度 １９年度 増 減 

固定資産 １０７,８７８ １０５,７５８ ２,１２０

有形固定資産 ５４,０６７ ５２,７２３   １,３４４

土   地 １２,７８５ １２,７８４  １

建 物 ２９,０５０ ２６,１８０    ２,８７０

その他の有形固定資産 １２,２３２ １３,７５９ △   １,５２７

その他の固定資産 ５３,８１１ ５３,０３５ ７７６

各種引当特定資産 ４９,１１７ ４９,４０２ △    ２８５

その他の固定資産 ４,６９４ ３,６３３    １,０６１

流動資産 ７,６４１ ７,３７８  ２６３

現 金 預 金 ５,６２８ ５,５５０    ７８

その他の流動資産 ２,０１３ １,８２８ １８５

合 計 １１５,５１９ １１３,１３６ ２,３８３
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【負債の部】                    （単位:百万円） 
科 目 ２０年度 １９年度 増 減 

固定負債 ８,３５８ ８,７５３ △    ３９５

長 期 借 入 金  ０ １０３ △    １０３

退 職 給 与 引 当 金 ８,３５８ ８,６５０ △    ２９２

流動負債 ４,９１６ ５,３６１ △    ４４５

前  受  金  ３,６２６ ４,０１３ △    ３８７

その他の流動負債 １,２９０ １,３４８ △     ５８

負 債 の 部 合 計 １３,２７４ １４,１１４ △    ８４０

 

【基本金の部】                    （単位:百万円） 
科 目 ２０年度 １９年度 増 減 

第 １ 号 基 本 金 ９７,０５０ ９４,０４０ ３,０１０

第 ２ 号 基 本 金 ２,５１３ ３,３１５ △    ８０２

第 ３ 号 基 本 金 １,２３８ １,２０５ ３３

第 ４ 号 基 本 金 １,１９０ １,１９０ ０

基 本 金 の 部 合 計 １０１,９９１ ９９,７５０ ２,２４１

 

【消費収支差額の部】                （単位:百万円） 
科 目 ２０年度 １９年度 増 減 

当 年 度 収 支 超 過 額    ９８２ △  ４,２６３   ５,２４５

前年度繰越収入超過額 △    ７２８ ３,５３５ △  ４,２６３

消費収支差額の部合計    ２５４  △   ７２８ ９８２

 

                           （単位:百万円）  

負 債 ･ 基 本 金 ･ 
消費収支差額の部計 １１５，５１９ １１３,１３６ ２,３８３
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(4) 財務指標の推移 

① 消費収支関係財務比率                    （単位：％） 
区 分 １８年度 １９年度 ２０年度 

人 件 費 比 率 ５０.９ ７２.８ ５０.０

教 育 研 究 経 費 比 率 ２８.６ ２７.８ ２９.５

管 理 経 費 比 率 ５.０ ５.２ ５.１

借 入 金 等 利 息 比 率 ０.２ ０.２ ０.１

消 費 支 出 比 率 ８４.９ １０６.４ ８５.０

納 付 金 比 率 ７７.６ ７６.５ ７４.１

寄 付 金 比 率 ２.５ １.８ １.９

補 助 金 比 率 ８.７ ７.８ ９.２

基 本 金 組 入 比 率 １５.９ １４.２ １０.５

 

（注）上記の指標は、帰属収入を分母として算出しています。例えば、

人件費比率は人件費÷帰属収入となります。 

 

②  貸借対照表関係財務比率               （単位：％） 

区 分 １８年度 １９年度 ２０年度 
固 定 資 産 構 成 比 率 ８５.０ ９３.５ ９３.４

流 動 資 産 構 成 比 率 １５.０ ６.５ ６.６

固 定 比 率 ９３.６ １０６.８ １０５.５

固 定 長 期 適 合 率 ８９.２ ９８.１ ９７.５

負 債 比 率 １０.１ １４.３ １３.０

自 己 資 金 構 成 比 率 ９０.８ ８７.５ ８８.５

基 本 金 比 率 ９９.３ ９９.６ ９９.９

 

（注）上記の指標は、下記の算式により算出しています。  
固定資産構成比率 ＝ 固定資産 ÷ 総資産  
流動資産構成比率 ＝ 流動資産 ÷ 総資産  
固定比率 ＝ 固定資産 ÷ 自己資金（基本金 ＋ 消費収支差額）  
固定長期適合率 ＝ 固定資産 ÷（自己資金 ＋ 固定負債）  
負債比率 ＝ 総負債 ÷ 自己資金  
自己資金構成比率 ＝ 自己資金 ÷ 総資産  
基本金比率 ＝ 基本金 ÷ 要組入額  
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(5) 経年比較 

① 資金収支三ヵ年比較 

（収入の部）                   （単位:百万円） 
科 目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

学生生徒等納付金収 １５,９３４ １５,７７４ １５,８７８

手 数 料 収 入 ４６１ ３９８ ４０４

寄 付 金 収 入 ３４９ ２４６ ２６４

補 助 金 収 入 １,７８８ １,６０１ １,９７０

資 産 運 用 収 入 ９３３ １,４１０ １,６０８

資 産 売 却 収 入 １,２５５ ５,１５９ ９００

事 業 収 入 ２２５ ２４５ ２５８

雑 収 入 ６７０ ８３９ ９１０

借 入 金 収 入  

前 受 金 収 入 ３,９５３ ４,０１４ ３,６１９

そ の 他 の 収 入 ２,６１９ ２,４０７ ２,７９１

資 金 収 入 調 整 勘 定 △    ４,７９７ △    ４,７４９ △    ４,９９９

前年度繰越支払資金 １４,１５０ １４,８１８ ５,５５０

収 入 の 部 合 計 ３７,５４０ ４２,１６２ ２９,１５３

 

（支出の部）                   （単位:百万円） 
科 目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

人 件 費 支 出 １０,６３４ １０,８８５ １１,０１０

教 育 研 究 経 費 支 出 ３,８８１ ３,５９９ ４,２２３

管 理 経 費 支 出 ９４１ ９８０ ９９５

借 入 金 等 利 息 支 出 ５０ ３６ ２１

借 入 金 等 返 済 支 出 ３００ ３００ ３００

施 設 関 係 支 出 ２,４９８ ３,３６１ ２,３４３

設 備 関 係 支 出 ７９４ ４５８ １,１０７

資 産 運 用 支 出 ３,４６４ １７,０２６ ３,６２４

そ の 他 の 支 出 ８６７ ７２５ ７６３

資 金 支 出 調 整 勘 定 △    ７０７ △   ７５８ △   ８６１

次年度繰越支払資金 １４,８１８ ５,５５０ ５,６２８

支 出 の 部 合 計 ３７,５４０ ４２,１６２ ２９,１５３
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② 消費収支三ヵ年比較 

（消費収入の部）                  （単位:百万円） 
科 目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

学 生 生 徒 等 納 付 金 １５,９３４ １５,７７４ １５,８７８

手 数 料 ４６１ ３９８ ４０４

寄 付 金 ５０７ ３６５ ３９７

補 助 金 １,７８８ １,６０１ １,９７０

資 産 運 用 収 入 ９３３ １,４１０ １,６０８

資 産 売 却 差 額 ９ １ ６

事 業 収 入 ２２５ ２４５ ２５８

雑 収 入 ６７０ ８４０ ９１０

帰 属 収 入 合 計 ２０,５２７ ２０,６３４ ２１,４３１

基 本 金 組 入 額 合 計 △ ３,２５９ △ ２,９３９ △ ２,２４０

消 費 収 入 の 部 合 計 １７,２６８ １７,６９５ １９,１９１

 
（消費支出の部）                  （単位:百万円） 

科 目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

人 件 費 １０,４５７ １５,０２７ １０,７１８

教 育 研 究 経 費 ５,８７１ ５,７２７ ６,３２９

管 理 経 費 １,０１９ １,０７８ １,０９４

借 入 金 等 利 息 ５０ ３６ ２１

資 産 処 分 差 額 ２６ ７９ ４３

徴 収 不 能 額 ６ １１ ４

消 費 支 出 の 部 合 計 １７,４２９ ２１,９５８ １８,２０９

当 年 度 収 支 差 額 ３,０９８ △  １,３２４ ３,２２２

当年度消費収支差額 △   １６１ △  ４,２６３  ９８２

翌年度繰越収入超過額 ３,５３５    ２５４

翌年度繰越支出超過額 △ ７２８         

 
③消費収支比率三ヵ年比較 
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④ 貸借対照表三ヵ年比較表 

（資産の部）                    （単位:百万円） 
科 目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

固定資産 ９３,９３６ １０５,７５８ １０７,８７８

有 形 固 定 資 産 ５１,０８３ ５２,７２３ ５４,０６７

その他の固定資産 ４２,８５３ ５３,０３５ ５３,８１１

 
 

資 

産 

流動資産 １６,５５３ ７,３７８ ７,６４１

合 計 １１０,４８９ １１３,１３６ １１５,５１９

 

（負債・基本金・収支差額の部）           （単位:百万円） 
科 目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

固定負債 ４,９１１ ８,７５３ ８,３５８

 
 

負 

債 流動負債 ５,２３２ ５,３６１ ４,９１６

合 計 １０,１４３ １４,１１４ １３,２７４

基本金 ９６,８１１ ９９,７５０ １０１,９９１

消費収支差額 ３,５３５ △    ７２８   ２５４

負債・基本金・消費収支差額の部 １１０,４８９ １１３,１３６ １１５,５１９
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(6) 収益事業部会計 

平成 20 年度の収益事業の概要について報告いたします。 

玉川学園では私立学校法上の収益事業として出版と教育用品小売の事業を行

なっており、学校会計とは区分した経理処理を行なっています。 

 

① 出版業 

売上は約 2 億 4 千 9 百万円、前年度に対して約 2 千 5 百万円、約 9.2%の減

で、営業損益は約 2 千 1 百万円となったが、専任職員の転籍に伴い退職給与

引当金の取崩し約 2 千 8 百万円により、経常利益は約 1 千 9 百万円となって

います。 

 

（単位：百万円） 

支 出 の 部 収 入 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

商 品 （ 期 首 ） １５９.２ 売 上 ２４９.３

製 作 費 １２３.０ 編 集 料 収 入 １.４

編 集 費 ３７.０ 雑 収 入 ４３.４

商 品 （ 期 末 ）  １５７.７  

営 業 費 １１０.６  

雑 損 失 ２.５  

当 期 利 益 金 １９.５   

合 計 ２９４.１ 合 計 ２９４.１

 

② 教育用品小売業 

売上は約2億8千5百万円、前年度に対して約8百万円、約3.0%の増と

なったが、販売費及び一般管理費の増に伴い、当期欠損金は約3百万円

となりました。 
 

（単位：百万円） 

支 出 の 部 収 入 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

商 品 （ 期 首 ） ４６.７ 売 上 ２８５.３

仕 入 ２４８.０ 手 数 料 収 入 ５.８

商 品 （ 期 末 ）   ４８.１ 雑 収 入 ９.７

営 業 費 ５６.９  

雑 損 失 ０  

 当 期 欠 損 金 ２.７

合 計 ３０３.５ 合 計 ３０３.

５
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Ⅲ．学校法人の概要 

 

１．教育理念・12 の教育信条 

人間は教育を通して知識を得（昨日まで知らなかったことを知るようになり）、

そして技術を身につける（出来なかったことをやり遂げることが出来るようにな

る）のです。また、教育活動を通じて、人生について深く考えるようになります。 

創立者小原國芳は、人間を「生まれながらにして、唯一無二の個性を持ちつつ

も、万人共通の世界をも有する存在である」と定義しました。玉川教育の使命は、

一つにこの人間像を実現させることです。そして二つに、日本社会さらには世界

へ貢献する気概を持った人材を養成することです。そのためには知識と技術を高

め、健康な身体を育み、そして正しい心を備えなければなりません。 

どの時代にあっても不満はあります。しかし、そうしたことを改善していく困

難な仕事を誰かが担わなければならないのであれば、「人生の最も苦しい、いやな、

辛い、損な場面を、真っ先に微笑をもって担当する」気概のある人こそが 21 世紀

を先導していくに相応しい人です。この先には未知の苦難が横たわっていますが、

失敗を恐れずに難関に挑戦していく「人生の開拓者」を育てていくことを玉川は

使命としています。 

そのために、玉川は創立以来 12 の教育信条を掲げています。 

 

12 の教育信条 

■ 全人教育 

教育の理想は、人間文化のすべてをその人格の中に調和的に形成することにあ

る。その展開にあたっては、「真・善・美・聖・健・富」という 6 つの価値の

創造を目指した教育を追求している。 

■ 個性尊重 

教育とは、一人ひとりの唯一無二の個性を充分に発揮させ、自己発見、自己実

現に至らせるものでなければならない。個性尊重の教育とは、一人ひとりの人

間をより魅力的な存在へと高めていくことである。 

■ 自学自律 

教えられるより自ら学びとること。教育は単なる学問知識の伝授ではなく、自

ら真理を求めようとする意欲を燃やし、探求する方法を培い、掴み取る手法を

身につけるものである。 

■ 能率高き教育 

一人ひとりにとって無理無駄がなく効率高い適切な教育のため、学習環境の整

備、教材の厳選、教授法の工夫改善、コンピュータとネットワークの活用など、

学習意欲を高め、能率を増進させる努力を行う。 

■ 学的根拠に立てる教育 

教育の根底には、確固とした永劫不変な教育理念がある。その実践のためには、

論証が繰り返され、科学的実証が蓄積され、確固たる信念の下に教育活動が行

われなければならない。 
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■ 自然の尊重 

雄大な自然は、それ自体が偉大な教育をしてくれる。この貴重な自然環境を私

たちが守ることを教えることも、また大切な教育である。 

■ 師弟間の温情 

師弟の間柄は、温かい信頼に満ちたものでなければならない。温情とは甘やか

しを意味するものではない。同じ求道者として厳しさの中にも温かい人間関係

を大切にしていくことである。 

■ 労作教育 

自ら考え、自ら体験し、自ら試み、創り、行うことによってこそ、真の知育、

徳育も成就する。目指すところは、労作によって知行合一の強固なる意志と実

践力を持った人間形成である。 

■ 反対の合一 

国民と国際人、個人と社会人、理想と現実、自由とルール。これらの反対矛盾

対立する二面を一つに調和していく試みに挑みたいものである。 

■ 第二里行者と人生の開拓者 

マタイ伝に「人もし汝に一里の苦役を強いなば彼と共に二里行け」ということ

ばがある。目指すべきところは、地の塩、世の光となる、独立独行の開拓者的

実践力を持つ人材の養成である。 

■ 24 時間の教育 

教師と学生がともに働き、ともに食し、ともに歌い、ともに学ぶという師弟同

行の教育。教育は限定された時間内だけではない。any time の教育を目標に、

生活教育、人間教育を大切にしていきたい。 

■ 国際教育 

今、「地球はわれらの故郷なり」という広い視野と気概を持った国際人が求め

られている。語学の習得に満足することなく、豊かな国際感覚を養うため、地

球のあらゆる場所で行える any place の教育を目指している。 



 －１９－

２．児童・生徒・学生数、教職員数 

 

（平成 20 年５月１日現在） 

 

■児童・生徒・学生数         人 

大学院 113 

芸術専攻科 2 

文学部 1,512 

農学部 1,126 

工学部 1,028 

経営学部 971 

教育学部 1,214 

芸術学部 1,160 

リベラルアーツ学部 397 

玉川大学学部 合計 7,408 

通信教育部 8,050 

玉川学園 12 年生 ※ 296 

玉川学園 11 年生 ※ 325 

玉川学園 10 年生 ※ 319 

玉川学園 ９年生 ※ 258 

玉川学園 ８年生 ※ 281 

玉川学園 ７年生 ※ 256 

玉川学園 ６年生 ※ 162 

玉川学園 ５年生 ※ 157 

玉川学園 ４年生 ※ 146 

玉川学園 ３年生 ※ 185 

玉川学園 ２年生 ※ 168 

玉川学園 １年生 ※ 180 

幼稚部 174 

併設校 合計 2,907 

 

■教職員数（専任）          人 

玉川大学教員(嘱託含む) 333 

玉川学園教員(嘱託含む) 176 

職員(嘱託含む) 367 

 
 

※学校教育法の区分による表記 

後期中等教育  940 

前期中等教育  795 

初等教育    998 
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３．組織図 

 

 
 

大 学 院 文 学 研 究 科

大 学 院 農 学 研 究 科

大 学 院 工 学 研 究 科

大学院マネジメント研究科

大 学 院 教 育 学 研 究 科

教職大学院教育学研究科

芸 術 専 攻 科 芸 術 専 攻

人 間 学 科

比 較 文 化 学 科

リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 科※５

国 際 言 語 文 化 学 科※４

生 物 資 源 学 科

生 物 環 境 シ ス テ ム 学 科

生 命 化 学 科

応 用 生 物 化 学 科※３

機 械 情 報 シ ス テ ム 学 科

ソ フト ウェ アサ イエ ンス 学科

マ ネジ メン トサ イエ ンス 学科

機 械 シ ス テ ム 学 科※６

知 能 情 報 シ ス テ ム 学 科※６

メ デ ィ ア ネ ッ ト ワ ー ク 学 科※６

情 報 通 信 工 学 科※２

国 際 経 営 学 科

観 光 経 営 学 科

教 育 学 科
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（平成 20 年４月１日現在） 

 

 

 

 

幼 稚 部

小 学 部

中 学 部

高 等 部

Ｃ Ｈ ａ Ｔ Ｎ ｅ ｔ 運 営 室

遠 隔 教 育 推 進 室

学 習 支 援 室

学 園 生 活 室

生 徒 相 談 室

デ ン マ ー ク ･ オ レ ロ ッ プ

高 等 体 操 学 校 東 洋 分 校

健 康 院

メ デ ィ ア 教 育 推 進 室

Ｉ Ｃ Ｔ 基 盤 推 進 室

情 報 シ ス テ ム 室

教 務 課

教 学 部 学 務 課

授 業 運 営 課

通 大 教 務 課

通 信 教 育 事 務 部 通 大 学 務 課

通 大 学 習 課

学 生 課
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入 試 課

入 試 広 報 部 入 試 広 報 課

Ａ Ｏ 入 学 課

就 職 支 援 課

学 園 教 学 課

学 園 入 試 広 報 課

教 育 企 画 課

教 育 調 査 課

秘 書 課

総 務 課

総 務 部 キャンパス インフォメーション センター

Ｄ Ｔ Ｐ 制 作 課

人 事 課

人 事 部 研 修 セ ン タ ー

教 職 員 相 談 室

経 理 課

経 理 部 資 金 課

予 算 課

環 境 保 全 課

管 財 課

同 窓 会 事 務 部 運 営 課

編 集 課
営 業 ・ 経 理 課

購 買 部 購 買 課

※１　平成１４年４月より募集停止

※２　平成１６年４月より募集停止

※３　平成１７年４月より募集停止

※４　平成１８年４月より募集停止

※５　平成１９年４月より募集停止

※６　平成２０年４月より募集停止

環 境 部

出 版 部
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学 園 国 際 交 流 セ ン タ ー
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４．法人の沿革 

 

昭和 ４年３月
 
小原國芳によって東京府南多摩郡町田町（現町田市）に財団法人玉川

学園設立 

３月  玉川中学校設置 

５月  玉川学園小学校設置 

昭和 ５年４月  玉川高等女学校設置 

昭和 14 年３月  玉川塾（専門部）設置 

昭和 17 年５月  興亜工業大学（現千葉工業大学）設置 

昭和 20 年３月  玉川工業専門学校設置 

昭和 22 年２月  旧制玉川大学文農学部（文学科、農政学科）設置 

 大学令による旧制最後の設置認可 

４月  新制中学校令による玉川学園中学部設置 

昭和 23 年３月  玉川学園高等部設置（玉川中学校及び高等女学校が母体） 

６月  

 

小原國芳の出身地、鹿児島県川辺郡坊津町に玉川学園久志高等学校設

置 

昭和 24 年２月

 

新制大学令による玉川大学文学部（教育学科、英米文学科）及び農学

部（農学科）設置（大学令による玉川大学及び玉川工業専門学校が母

体） 

昭和 25 年３月  文学部（教育学科）通信教育課程設置 

12 月  玉川学園幼稚部設置 

昭和 26 年２月  財団法人から学校法人に移行 

昭和 37 年４月  工学部（機械工学科、電子工学科、経営工学科）開設 

昭和 39 年１月  玉川学園富士高等学校設置（広域通信制） 

４月  文学部に芸術学科及び農学部に農芸化学科を開設 

昭和 40 年１月  玉川学園女子短期大学（教養科）設置 

昭和 42 年４月  大学院工学研究科（機械工学専攻、電子工学専攻）修士課程開設 

４月  玉川学園女子短期大学に保育科を開設 

昭和 46 年４月  大学院文学研究科（教育学専攻）修士課程開設 

昭和 47 年４月  大学院文学研究科に英文学専攻修士課程を開設 

４月  大学院工学研究科に電子工学専攻博士課程を開設 

４月  文学部に外国語学科、工学部に情報通信工学科を開設 

昭和 48 年４月  大学院文学研究科に教育学専攻博士課程を開設 

４月  玉川学園富士高等学校休校 

昭和 49 年４月  玉川学園高等部に専攻科（１年課程）を開設 

昭和 52 年４月  大学院農学研究科（資源生物学専攻）修士課程開設 

昭和 54 年４月  大学院農学研究科に資源生物学専攻博士課程を開設 

 芸術専攻科（芸術専攻）開設 

昭和 55 年３月  玉川学園久志高等学校廃校 

４月  大学院工学研究科に生産開発工学専攻博士課程を開設 

昭和 58 年３月  大学院工学研究科の電子工学専攻博士課程を廃止 
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昭和 59 年４月  玉川学園女子短期大学の保育科を幼児教育科に名称変更 

平成 ６年４月
 
玉川学園女子短期大学に学位授与機構により認定された専攻科教養

専攻を開設 

平成 ７年４月
 
大学院工学研究科の電子工学専攻（修士課程）を電子情報工学専攻（修

士課程）に名称変更 

５月  玉川学園富士高等学校廃校 

平成 13 年４月  経営学部（国際経営学科）開設 

４月
 
農学部の農学科を生物資源学科に、農芸化学科を応用生物化学科に名

称変更 

平成 14 年４月  文学部に人間学科、国際言語文化学科を開設 

４月
 
教育学部（教育学科）、芸術学部（パフォーミング・アーツ学科、ビ

ジュアル・アーツ学科）及び通信教育部に教育学部教育学科開設 

平成 15 年４月  文学部にリベラルアーツ学科及び教育学部に乳幼児発達学科を開設 

平成 16 年３月  玉川学園女子短期大学の幼児教育学科及び専攻科を廃止 

４月
 
工学部に機械システム学科、知能情報システム学科、メディアネット

ワーク学科、マネジメントサイエンス学科を開設 

 11 月  玉川学園女子短期大学を廃止 

平成 17 年４月  大学院マネジメント研究科（マネジメント専攻）修士課程開設 

４月  農学部に生物環境システム学科、生命化学科を開設 

平成 18 年３月  文学部の教育学科、英米文学科、芸術学科を廃止 

４月
 
大学院文学研究科に哲学専攻修士課程及び大学院教育学研究科（教育

学専攻）修士課程開設 

４月  文学部に比較文化学科、芸術学部にメディア・アーツ学科を開設 

９月  文学部の外国語学科を廃止 

平成 19 年３月  大学院文学研究科の教育学専攻修士課程を廃止 

４月  大学院工学研究科に脳情報専攻、システム科学専攻博士課程を開設 

４月  リベラルアーツ学部（リベラルアーツ学科）開設 

４月  経営学部に観光経営学科を開設 

平成 20 年３月  工学部の機械工学科、電子工学科、経営工学科を廃止 

平成 20 年４月  大学院教育学研究科に教職専攻専門職学位課程（教職大学院）を開設

４月  工学部に機械情報システム学科、ソフトウェアサイエンス学科を開設

平成 21 年３月
 
大学院文学研究科の教育学専攻博士課程及び大学院工学研究科の生

産開発工学専攻博士課程を廃止 

３月  工学部の情報通信工学科を廃止 
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５．役員 

 

（平成 20 年４月１日現在） 

 

役  職 

理 事 評議員 
氏  名 

理事長 評議員 小 原 芳 明 

理 事 評議員 島 川 聖一郎 

理 事 評議員 大 原 征 而 

理 事 評議員 松 尾 公 司 

理 事  上 野   孝 

理 事  橋 本 一 弘 

理 事  大須賀 頼 彦 

監 事  竹 内 彪 衞 

監 事  吉 原 毎 文 

 評議員 平 田 正 敏 

 評議員 蒲 山 輝 男 

 評議員 石 橋 哲 成 

 評議員 山 崎 真 稔 

 評議員 小 川 久 夫 

 評議員 佐々木 正 己 

 評議員 高 橋 貞 雄 

 評議員 佐 藤 敏 明 

 評議員 山 田   尚 

 評議員 森   英 介 

 評議員 矢 内   廣 

 

 


